
 

 

誓約書兼承諾書 

令和  年  月  日 

香芝市長 様 

住所（所在地）                               

商号又は名称                               

フ  リ  ガ  ナ 

代表者名または個人名                             

生 年 月 日                             

代表者の住所                               

代表者の氏名                         

 

 私（当社）は市有地売却買受申込の参加資格等に関する資格審査を受けるにあたり、下記の事項

について誓約いたします。 

 なお、これらの事項に反する場合、参加資格の取り消しや契約解除等、貴市が行う一切の措置に

ついて異議の申し立てを行いません。 

 また、誓約内容確認のため、貴市が必要に応じ関係官庁及び税務関係当局に調査及び照会する

ことを承諾いたします。 

記 

１．私（当社）は下記のいずれにも該当しません。 

  ①代表役員等若しくは一般役員等が、暴力団の関係者であると認められる、又は暴力団関係者

が資格者の経営に実質的に関与していると認められる。 

  ②代表役員等又は一般役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどとしていると認

められる。 

  ③代表役員等又は一般役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運

営に実質的に関与していると認められる法人、組合等に資金その他の財産上の利益を提供し

ており、又はこれらに便宜を供与するなどして積極的に暴力団の維持運営に協力若しくは関与

していると認められる。 

  ④代表役員等又は一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められる。 

  ⑤代表役員等又は一般役員等が、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実

質的に関与していると認められ、若しくは④に該当することとなる法人、組合等であることを知り

ながら、これを利用するなどしていると認められる。 

  ⑥国税及び地方税を滞納していると認められる。 

２．前項①号から⑤号に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等の提出を求められたときは

速やかに提出いたします。 

以上 
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（記載例） 

法人の場合のみ記

載してください。 

 

奈良県◇市◆町 1-2-3 

○○株式会社 

代表取締役 ■■ ■■   

昭和○○年○○月○○日   

奈良県××市◆111 

❒❒ ❒❒ 

      ・・ ・・ 


